第２３章　司法及び警察
民事、行政事件の概況
　昭和57年中に府下の各裁判所が取り扱った新受理件数は、15万7333件で前年に比べ１万7803件（12.8パーセント）の増加となった。
　裁判所別にみると、簡易裁判所が総新受理件数の59.3パーセント（9万3254件）でこれは前年より１万6886件（22.1パーセント）の大幅な増加である。又、地方裁判所は構成比40.7パーセント（6万4079件）で前年に比べ917件（1.5パーセント）の増加となった。一方、高等裁判所（近畿２府４県分を含む｡）では、前年より230件（4.5パーセント）の減少となった。
　なお、既済件数は前年に比べ205件（4.1パーセント）増加し、未済件数は240件（8.7パーセント）減少した。
刑事事件の概況
　昭和57年中に府下の各裁判所が取り扱った新受理人数は、20万4881人で前年に比べ3053人（1.5パーセント）減となり、減少傾向が続いている。
　新受理人数を裁判所別にみると、簡易裁判所が18万1088人と総新受理人数の88.4パーセントを占めているが、これは前年に比べ3827人（2.1パーセント）の減少となった。次に地方裁判所では、構成比11.6パーセントで前年に比べ774人（3.4パーセント）増と、減少傾向から一転しての増加となった。一方、高等裁判所（近畿２府４県分を含む）においては､前年に比べ14人（0.5パーセント）の微増となった。
　なお、総受理人数のうち略式事件と訴訟事件の構成比は、各々77.1パーセント、5.5パーセントであった。
家事事件の概況
　昭和57年度中に家庭裁判所が取り扱った家事審判事件の新受理件数は、２万352件で前年度に比べ1144件（6.0パーセント）増と、毎年増加する傾向にある。これを事件の種類別構成比でみると、「子の氏の変更」が51.8パーセント（1万538件）、次いで、「精神障害者保護義務者の順位」の16.7パーセント（3397件）となっており、例年同様双方で約３分の２を占めている。
　一方、調停事件の新受理件数は、6533件で前年に比べ267件（4.3パーセント）増と３年連続の増加となった。なお、主な事件の構成比をみると、「婚姻中の夫婦間の事件（離婚）」が52.7パーセント（3445件）で半数を占めており、次いで、「親権者の指定」9.3パーセント（613件）、以下、「子の監護者指定」7.8パーセント（510件）、「家事審判法第23条に掲げる事項」7.1パーセント（465件）と続いている。
少年保護事件の概況
昭和57年中における新受理人員は５万8470人で､前年に比べて2204人（3.9パーセント）増となり、依然増加傾向にある。法令別にみると、「道路交通法違反」が構成比58.1パーセント（3万4006人）で半数以上を占めている。又、刑法犯は２万2057人で前年に比べ364人（1.7パーセント）の増加となり、その内訳は「窃盗」、「業務上過失致死傷」が、それぞれ構成比53.3パーセント（1万1749人）、同24.1パーセント（5310人）と上位を占めている。
　次に、昭和57年中の少年院の入出院状況をみると、新収容者は335人で、前年に比べ39人（13.2パーセント）増加した。
人権侵犯事件の概況
　大阪法務局が昭和57年中に取り扱った新受理件数は555件で、前年に比べ170件（23.4パーセント）減と大幅に減少した。
　事件別にみると、前年に比べ殆どの事件で減少しているが、その中でも「強制圧迫」の50件（20.8パーセント）減が目立つ。
刑法犯の概況
　昭和57年中に大阪府警察が取り扱った刑法犯認知件数は、14万6373件で前年より9757件（7.1パーセント）増加し、また、検挙件数も９万1730件と１万347件（12.7パーセント）増加した。
　罪種別にみると、窃盗犯、知能犯、粗暴犯が相変わらず上位三位を占めており、この三種で、認知件数全体の97.3パーセント（三種合計件数は14万2467件）を、検挙件数の97.1パーセント（同８万9091件）を占めている。
　一方、刑法犯少年検挙補導状況は、２万3074人で前年を484人（2.1パーセント）下回り、うち中学生は前年と同数の１万3483人で、全体の58.4パーセントを占めている。以下、高校生3936人、小学生1393人と続いている。
　罪種別では、成年の場合と同様に、窃盗犯（１万5877人）、知能犯（3183人）、粗暴犯（3097人）が、三大刑法犯となっている。
　また、年齢別では、14歳の5417人をピークに、13歳4643人、15歳4096人と中学生の補導人員が多い。
　ぐ犯・不良行為等少年行為別、学職別、年齢別補導人員は、４万4959人と前年より4709人（11.7パーセント）増加した。昭和53年に２万4561人であったのと比べると、約２倍に増加している。行為別にみると、「喫煙」が前年より3588人増えて２万6865人と依然過半数の59.8パーセントを占め、次いで、「深夜はいかい」12.3パーセント、「薬物乱用」7.7パーセント、「怠学・怠業」4.6パーセント、「不良交友」4.0パーセントと続いている。また学職別では、高校生が１万5393人（内喫煙が66.8パーセントを占めている。）と一番多く、年齢別でも、16歳、15歳、17歳の順に補導人員が多い。
